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Ⅰ．序論

１．はじめに

　厚生労働省（2018）から「認知症の人の日常
生活・社会生活における意思決定支援ガイドラ
イン（以下，意思決定支援ガイドライン）」が
策定された．しかし，意思決定支援ガイドライ
ンに書かれた支援内容が抽象的であるため，現
場状況と照らして支援者側で意思決定支援のガ
イドラインを解釈して取り組む必要がある．支
援者は実践現場で苦悩や葛藤を抱えている．医
療現場を取り巻く課題は，高齢化率の上昇，平
均寿命の延伸に伴い，認知症の有病率が上昇
し，意思決定能力が十分でない人の増加によっ

て支援付き意思決定支援の需要が増加している
ことである．さらに，単独世帯の増加や核家族
化，少子化，地域の人間関係の希薄化に伴い代
理代行決定者の選定問題もますます深刻化して
いる．
　意思決定支援という言葉は，実践現場や文献
内でもよく使われるキーワードである．しか
し，言葉の解釈についての認識が統一されてい
ない．このことが意思決定支援の議論に齟齬を
きたす一つの要因である．伊藤（2017：2）も「代
理と支援の違いについて，統一的な見解のない
まま支援された意思決定を実現するための議論
が進んでいる現状がある」と指摘している．名
川ら（2019：3-5）は意思決定支援を支援付き
意思決定と代理代行決定に二別している．違い
は意思決定の主体にある．前者は意思決定の主
体が本人であり，後者は本人以外の周囲の家
族，友人等を含む他者である．両者には意思決
定能力の捉え方にも違いがある．狭間（2017：
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活用や有効性を述べている論文も見受けられる
が実際，医療現場では後見人に医療同意権はな
く医療行為に関して代理代行決定はできない事
実がある．伊藤（2017：8）も成年後見制度と
支援された意思決定の関係について「成年後見
制度にいくらかの変更を加えればその枠組みの
中で可能になるというわけではなく，それとは
まったく別の発想で新たな仕組みをつくってい
く必要がある」と述べている．そもそも成年後
見制度の成り立ちそのものが意思決定支援の権
利擁護の考え方とは決定的に異なるのである．
その点において，法整備化が進んでいる国もあ
る．イギリスでは，支援付き意思決定に関する
Mental Capacity Act 2005 （以下，MCA2005）
が2007年に施行された．日本弁護士連合会
（2015：177）の基調報告書によると，イギリ
スでは，代理代行決定に関する専門職がIMCA
（Independent Mental Capacity Advocate）と
して法制化されていることも分かっている．前
述した日本の意思決定支援ガイドラインは，イ
ギリスのMCA2005等を参考に検討された背景
がある（厚生労働省2018：1）．法整備化が遅れ
ているわが国において，医療現場の意思決定支
援の現状と課題をどう整理し，支援者はどう対
応していくべきかを検討するのは急務の課題と
言えよう．

３．ガイドラインから分かる意思決定能力の評

価の重要性

　意思決定支援ガイドライン（厚生労働省2018：
4）では，意思決定能力に対する基本的な考え
方は以下の通りとされている．
　「認知症の症状にかかわらず，本人には意思
があり，意思決定能力を有するということを前
提にして，意思決定支援をする．（中略） 意思
決定能力の評価判定は，本人の認知機能や身体
及び精神の状態を適確に示すような情報と，本
人の生活状況等に関する情報が適切に提供され
ることにより，十分な判断資料に基づく適切な
判断が行われることが必要である．」
　以上のことから，認知症高齢者であっても意
思決定能力が残存していると推定し支援を始め

45）は支援付き意思決定が意思決定能力を有し
ていることを前提としていることに対し，代理
代行決定は意思決定能力の欠如が前提となって
いると指摘している．
　前述した意思決定支援ガイドライン（厚生労
働省2018：2）では「本ガイドラインは，認知
症の人の意思決定支援をすることの重要性にか
んがみ，その際の基本的考え方等を示すもの
で，本人の意思決定能力が欠けている場合の，
いわゆる『代理代行決定』のルールを示すもの
ではない．今後，本ガイドラインによって認知
症の人の意思決定を支援してもなお生ずる問題
については，別途検討されるべきで，この点は
本ガイドラインの限界と位置付けられる」と明
記している．このことから，本研究でも支援付
き意思決定と代理代行決定を区別し，支援付き
意思決定を第一義的な意思決定支援として扱っ
ている．

２．わが国の医療現場における意思決定支援の

課題

　国の医療費適正化政策として在院日数の短縮
化，機能分化の促進により，特に急性期病院に
おいては，一つの医療機関での患者の入院期間
は短くなっている．患者はより短い期間で効率
的に治療を選び，退院後の療養先についても考
える必要がある．その選択は時として，患者本
人の人生にとって非常に重要な影響を与える．
支援者も意思決定支援に割ける時間的制約は強
まり，効率的かつ的確な意思決定支援を行うよ
う努めていかなくてはならない．その患者が認
知症高齢者等の場合，意思決定能力の評価を行
い，状況に応じて支援付き意思決定や代理代行
決定を選定する必要がある．支援者にとって，
この選択の判断が非常に難しい．なぜなら，日
本において，意思決定支援を行うための法整備
はおろかマニュアルすら存在しない状況だから
である．医療現場としては，意思決定支援ガイ
ドラインの指針に沿って支援をすすめたいが，
代理代行決定については意図的に明文化を避け
ているため，その際は現場の判断に委ねられて
しまう．代理代行決定について成年後見制度の
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図 1 神戸大学(2018)を一部改変し筆者作成 
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医中誌Web   

↓   

「認知症」「意思決定」を AND検索 
本文入手：本文あり(無料) 
注)本文へのリンクがあって必す閲覧できる文献 

論文種類：原著論文 
論文言語：日本語 
発行年：2008～2022 年 4月 16 日 
チェックタグ：高齢者(65～) 
      (n=40) 

   

↓   

文献研究以外 
      (n=37) 

→ 
除外論文(n＝3) 
「文献研究」 

↓   

内容を精読 
「意思決定支援に関連が高い」 
      (n=27) 

→ 

         除外論文(n＝10) 
内容を精読 
「意思決定支援と関連が低い」 
（患者のニーズ調査、介護予防、権利擁護支援、 
組織運営、DNAR、ACP等の研究が中心の内容） 

↓   

     最終選定論文 
      (n=27) 

  

図 2 文献検索過程 
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決定能力の評価のプロセスや根拠は，明確にさ
れてきたのだろうか．本研究は，第１段階の意
思決定能力の評価が適切に行われていないので
はないかという仮説にもとづいている．第１段
階の評価が不十分であった場合，必然的に第２
段階で適切な支援に結びつく可能性は低くな
る．ここで一つの疑問が生まれる．意思決定能
力の評価はどのような場面で誰が主体的に行っ
ており，どのような手段やツールを使って行わ
れているのかということである．この為，本研
究では，意思決定支援に関する理論と現状に着
目し，実践的な知見から課題と取り組みを示す
ことを目的とした．

２．文献の検索方法と文献の選択

ることが原則とわかる．ただし，支援付き意思
決定のアプローチが行われても，心身の状態等
により医療・ケア内容の決定が困難な場合も当
然に起こりうることであり，その場合，代理代
行決定を選択しアプローチする．その際，支援
者は，第三者に検証できる形で代理代行決定を
選定した理由を客観的な事実として明確に記録
を残しておく必要がある．代理代行決定は，意
思決定能力を喪失していることについて確たる
根拠がある前提での第二義的な意思決定支援と
して位置づけられている．

図1　神戸大学（2018）を一部改変し筆者作成

図2　文献検索過程
　図１のように意思決定支援は，大きく分けて
２段階に分けられる．第１段階は，本人の意思
決定能力がどの程度残存しているかを評価して
いくことである．第２段階では，第１段階で行
われたアセスメント評価によって，支援付き意
思決定や代理代行決定に対するアプローチを行
うことになる．意思決定能力の評価を適切に行
うことは，意思決定支援の始まりであり，支援
を行ううえで重要な基礎であるといえる．

Ⅱ．研究の目的と方法

１．目的

　本研究の目的は，認知症高齢者の意思決定支
援における意思決定能力の評価における現状と
課題を整理し，今後の取り組みの方向付けを明
確にすることである．医療現場において，意思

　文献研究の調査対象を探す際，検索データ
ベースの医中誌Webを利用した．検索語は，「意
思決定」と「認知症」であり，AND検索した．
桐原・長谷川（2013）の「日本で『支援された
意思決定』の文言を最初に使用した行政文書
は，2008年の内閣府障害者施策総合調査の調査
票である」という報告を参考に検索発行年は，
2008年以降から2022年４月16日現在までとし
た．本文へのリンクがあって必す閲覧できる文
献とし，絞り込み条件は，本文あり（無料）・
原著論文・日本語（言語）・65歳以上の高齢者
（チェックタグ）である．
　検索結果は40件であり，そのうち文献研究３
件を除外した37件について精読し，本研究の
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　分析対象となった27件の文献を出版年，研究
方法，意思決定支援の分類，具体的場面設定，
意思決定能力の評価に関する記載，意思決定能
力の具体的評価方法，評価者の職種といった諸
項目に照らして検討を行った．検討した内容を，
レビューシートに整理したものが表１である．

テーマに沿わない10件を除外し，最終的に本研
究の目的と一致した文献は27件であった．文献
検索過程については図２参照．

３．倫理的配慮

　引用の際には，自説と他説を峻別し，原著者
名・文献・出版社・出版年・引用個所を明示し，
日本社会福祉学会研究倫理規程を遵守した．

４．分析方法
表１　調査対象とした文献表 1 調査対象とした文献 

No 著者 
(出版年)  

研究方法 意思決定支援の分類 具体的場面設定 意思決定能力 
の評価の記載 

意思決定能力の 
具体的評価方法 

評価者 

1 西原ら 
(2008) 

質的研究 
(事例研究) 

代理代行決定 日常生活内の選択 ○ — 社会福祉士 
(後見人) 

2 新井ら 
(2008) 

量的研究 
(質問票) 

代理代行決定 介護の選択 × —  — 

3 岩本ら 
(2009) 

量的研究 
(質問票) 

混合 看取りの選択 × —  — 

4 内ヶ島 
(2009) 

量的研究 支援付き意思決定 日常生活内の選択 ○ 意思決定能力を捉える試みとして４つの機能的能力を挙げている 
①理解 ②認識 ③選択の表明 ④論理的思考 

看護師 

5 二神ら 
(2010) 

質的研究 代理代行決定 看取りの選択 ○ 「施設長もしくは看護師長によって判断」とあるが具体的には不明 施設長もしくは 
看護師長が判断 

6 森脇ら 
(2010) 

症例研究 代理代行決定 医療の選択 × —  — 

7 渡辺 
(2011) 

質的・帰納的研究 支援付き意思決定 日常生活内の選択 × —  — 

8 内ヶ島ら 
(2011) 

量的研究 支援付き意思決定 日常生活内の選択 ○ 意思決定能力を捉える試みとして４つの機能的能力を挙げている 
①理解 ②認識 ③選択の表明 ④論理的思考 

看護師 

9 鈴木ら 
(2011) 

症例研究 代理代行決定 医療の選択 ○ 自律性尊重の原則 
①患者には精神的判断能力と法的対応能力があるか？能力がないという証拠はあるか？ 
②対応能力がある場合，患者は治療への意向についてどう言っているか？ 
③患者は利益とリスクについて知らされ，それを理解し，同意しているか？ 
④対応能力がない場合，適切な代理人は誰か？ その代理人は意思決定に関して適切な 
基準を用いているか？ 

⑤患者は以前に意向を示したことがあるか？ 事前指示はあるか？ 
⑥患者は治療に非協力的か，または協力できない状態か？ その場合，なぜか？ 
⑦要約すると，患者の選択権は倫理・法律上，最大限に尊重されているか？ 

看護師 

10 相場ら 
(2011) 

質的研究 
(面接) 

代理代行決定 医療の選択 ○ 意思決定能力の欠如 
Functional Assessment Staging（FAST）におけるステージ 7d 以降(座位保持機能の喪失) 

看護師 

11 上村ら 
(2013) 

量的研究 
(症例研究) 

混合 看取りの選択 ○ ・選択を明示できること (選択の安定性を含む) 
・重要な情報を理解できること 
・状況とその帰結を正しく理解できること(その情報が, 自分に対して価値をもつことが 
理解できること)  

・情報を合理的に処理できること 

医師 

12 小野原ら 
(2014) 

質的研究 
(事例研究) 

支援付き意思決定 看取りの選択 × —  — 

13 柳村ら 
(2014) 

質的研究 
(症例研究) 

支援付き意思決定 医療の選択 ○ ①選択する能力とそれを相手に伝える能力 
②医学情報を理解でき、それを自分自身の問題として把握する能力があること 
③患者の意思決定の内容が、本人の価値観や治療目標に一致していること 
④決定内容がうつ、妄想、幻覚の影響を受けていないこと 
⑤合理的な選択であること 
 ①～⑤すべての項目を満たす場合に自己決定が可能と判断 

医師 

14 沖田ら 
(2014) 

質的研究 
(事例研究) 

代理代行決定 看取りの選択 × —  — 

15 吉田ら 
(2015) 

質的研究 
(事例研究) 

代理代行決定 看取りの選択 × —  — 

16 崎原ら 
(2017) 

質的研究 
(症例研究) 

代理代行決定 医療の選択 × —  — 

17 下川ら 
(2017) 

質的研究 
(症例研究) 

代理代行決定 看取りの選択 × —  — 

18 田中ら 
(2017) 

質的研究 
(半構成的面接) 

代理代行決定 退院先の選択 × —  — 

19 簑原 
(2018) 

質的研究 
(半構成的面接) 

代理代行決定 医療の選択 × —  — 

20 齋藤ら 
(2019) 

事例研究 
(ﾌﾟﾛｾｽﾚｺｰﾄﾞ) 

支援付き意思決定 退院先の選択 ○ — 看護師 

21 渡辺 
(2020) 

量的研究 
(質問票) 

支援付き意思決定 日常生活内の選択 ○ 認知機能検査（MMSE） 
前頭葉機能検査（FAB） 
精神機能障害評価票（MENFIS） 
QOL 評価尺度（DHC） 

看護師と介護士 

22 牧野ら 
(2020a) 

量的研究 
(質問票) 

代理代行決定 看取りの選択 × —  — 

23 松下ら 
(2020) 

量的研究 
(半構成的面接) 

代理代行決定 看取りの選択 × —  — 

24 牧野ら 
(2020b) 

量的研究 
(半構成的面接) 

代理代行決定 看取りの選択 × —  — 

25 塩崎ら 
(2020) 

質的研究 
(半構成的面接) 

代理代行決定 × × —  — 

26 船越 
(2021) 

質的研究 
(事例研究) 

混合 退院先の選択 ○ 術後せん妄か認知症かの判断 看護師 

27 遠田ら 
(2021) 

量的研究 
(質問票) 

代理代行決定 医療の選択 ○ MMSEを主に用いて判断 医師 
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えられる．
　意思決定能力の評価について触れられていな
い論文が全体の半分以上あり，意思決定能力の
評価に対する議論があまりされていないことが
示された．意思決定支援の議論の中で，意思決
定能力の評価は重要な課題の一つであるが，十
分に着目されているとは言えないことが問題で
ある．
　意思決定能力の評価方法まで具体的に説明さ
れているものは全体の1/3程度であった．経年
により評価方法の統一化が進んでいく様子もな
く，2008 ～ 2021年の間においては，意思決定
能力の評価方法の確立に関して大きな進展は確
認できなかった．具体的評価方法が標準化でき
ていないことは，同じ場面や同じ状況下であっ
ても支援者の評価方法の選択次第で評価結果が
変わる可能性を意味し，さらには評価後の支援
の方向性をも変わる可能性を意味している．支
援者個人に意思決定能力の評価の責任を押し付
けることはあまりにも安易であり，社会構造全
体の課題として捉えていく必要がある．集計結
果の中に簡易認知機能検査を意思決定能力の評
価に用いた文献も確認できたが，日本がんサ
ポーティブケア学会（2020：161）は，意思決
定能力の評価について「Mini Mental State 
Examination （MMSE）などの簡易認知機能検
査は，評価の解釈をする上で有用であるが，意
思決定能力評価の代用にはならない（認知機能
と意思決定能力は全く別の概念である）」と説
明している．MMSEを含む簡易認知機能検査
と意思決定能力の評価を概念的な違いから，意
思決定能力の評価を簡易認知機能検査のみに頼
ることの不確実性を示している．認知症高齢者
の意思決定能力の評価方法として，厚生労働省
（2018：4）は，意思決定能力の評価を４つの
視点から捉えている．①理解する力 ②認識す
る力 ③論理的に考える力 ④選択を表明でき
る力の構成で定義している．社会的に一定の
評価指標の方向性が示されることで，意思決
定支援における意思決定能力の評価基盤も
整っていく可能性はある．課題解決に向けた
取り組みとして意思決定能力の評価ツールの

Ⅲ．結果

　出版年については，2008 ～ 2021年までの経
年による諸項目に対しての変化は確認できな
かった．
　意思決定支援の分類については「支援付き意
思決定」が７件，「代理代行決定」が17件，双
方を含んだものが３件であった．
　意思決定支援の具体的場面については，日常
生活の選択が５件，介護の選択が１件，医療の
選択が７件，退院先の選択が３件，看取りの選
択が10件，場面特定無しが１件であった．
　意思決定能力の評価については，記載あり
が12件，記載なしが15件であった．具体的評
価方法まで記載ありが９件，具体的評価方法
までの記載なしが３件であった．評価方法の
具体例としては，認知機能検査（MMSE）を
主に用いて判断したものが１件．認知機能検
査（MMSE）に加え，前頭葉機能検査（FAB），
精神機能障害評価票（MENFIS），QOL評価
尺度（DHC）を組み合わせたものが１件．
Functional Assessment Staging（FAST）に
おけるステージ7d以降（座位保持機能の喪失）
で判断したものが１件などであった．
　意思決定能力の評価者（場面設定の内訳）に
ついては，医師が３件（医療の選択：２件，看
取りの場面：１件），看護師が６件（日常生活
内の選択：２件，医療の選択：２件，退院先の
選択：２件），看護師と介護士が１件（日常生
活内の選択：１件），施設長又は看護師長が１
件（看取りの選択：１件），後見人の社会福祉
士が１件（日常生活内の選択：１件）であった．

Ⅳ．考察

　集計結果の出版年と意思決定支援の分類よ
り，経年に関係なく，第一義的な支援付き意思
決定に比べ，第二義的な代理代行決定を選択さ
れる傾向にあった． 
　意思決定支援の具体的場面は，医療現場が多
い傾向にあり，医中誌Webを用いて検索した
ため医療分野の文献が集中して集計されたと考
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は，職種を超えた課題であることが示された． 

Ⅴ．本稿の意義と残された課題

　本研究の文献レビューを通して，意思決定能
力の評価方法の確立ができていないこと，評価
結果の根拠が明確ではないままに代理代行決定
を選択している可能性のあること，支援場面に
応じて意思決定能力の評価者の職種は変化する
ことが示唆された．これらの知見は，すべての
支援者が評価者としての自覚を認識するだけで
なく，意思決定能力の適切な評価に向けて意識
を改める意義もある．意思決定支援の意思決定
能力の評価に着目した先行研究は少ないことか
ら，本研究には新規性がある．ただし，本研究
の結果のみでは，なぜ代理代行決定への研究の
方に関心が高いのか，結果が医療現場の実態を
どこまで反映しているのかまでは，わからな
かった．医療現場で行われる意思決定支援の意
思決定能力の評価状況の実態把握は，詳細な場
面・目的設定のもと，改めてアンケート調査な
どを使った量的研究，または，個々の支援者が
どのように評価結果を解釈しているのかを，質
的研究と合わせて深めていく必要がある．
　文献検索の絞り込み条件において本文あり
（無料）とし，本文へのリンクがあって必す閲
覧できる文献に限って選択したことにより，文
献対象の幅を不用意に狭める結果となり．見落
とされた中に重要な文献がある可能性も否め
ず，課題を残した．今後の文献検索の際，研究
としての信頼性を保つためにも再考が必要であ
る．筆者は医療現場の認知症高齢者の意思決定
支援に問題意識を持ち，文献研究の調査対象を
探す際の検索データベースを医中誌Webと
し，意思決定の場面が医療の現場が中心の文献
研究を収集した．CiNii等，他のデータベース
から同様の条件で抽出した場合，違った傾向の
研究結果が得られる可能性も十分予測されるこ
とが本研究の限界点である．
　ソーシャルワーカーの意思決定支援の意思決
定能力の評価に関しては，残された課題も多
く，意思決定支援に携わるソーシャルワーカー

活用が挙げられる．意思決定能力の評価方法
として，半構造化面接法であるMacArthur 
Competence Assessment Tool-Treatment 
（MacCAT-T）を用いる案については，医療
同意の場面に限って有効かもしれないが患者自
身の疾患理解の評価に重きを置き，その他の場
面での流用性は低い．最高裁判所，厚生労働省，
日本社会福祉土会などで構成された意思決定支
援ワーキング・グループ（2020：13）から「意
思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライ
ン」が作成され，その中で，「個別課題発生時
における意思決定能力のアセスメントシート」
が提示されている．汎用性が高く，後見事務以
外の用途でも参考にできる．しかし，医療現場
での認知度は高いと言えず，活用した先行研究
の事例数も不十分である．ただし，意思決定能
力の評価に関する規定されたアセスメントシー
トが普及し，実践場面や研究場面で活用される
ことは，支援の質の担保に繋がる．公的なアセ
スメントシートが意思決定支援の意思決定能力
の評価場面や目的に適した項目に見直され，様
式の使い分けが行われていくことで，より精度
の高いツールとしての役割を果たせるだろう．
　意思決定能力の評価者の職種について，集計
結果から多職種に関連があることがわかる．林
（2020：64）は，医療ソーシャルワーカー 88
名を対象に質問紙調査を実施した．その質問項
目で意思決定能力の判断をくだす者について問
うている．医師を選んだのは全体の72.7％と最
も多く，ソーシャルワーカーを選んだのは1.1％
に留まり非常に低い結果（複数回答形式）であっ
た．ただし，この調査は，医療選択と同意の場
面を設定しているため，医師が選ばれやすい傾
向にあったとも考えられる．たとえば，退院後
の療養先の選択場面を設定した場合，ソーシャ
ルワーカーが選択される可能性も十分にある．
意思決定支援を行う場面設定によっても評価者
の職種は変化する．今回，集計された職種以外
も，意思決定支援に関わる職種であれば，何ら
かの場面で意思決定能力の評価を行っている可
能性が高い．意思決定能力の評価者になり得る
ことから，意思決定能力の評価の方法の確立
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Literature Review on the Current Status and Issues of Assessing Decision-Making 
Capacity in Decision Support for Elderly People with Dementiai

Koichi ISHIDA　Satoko TANAKA

−Abstract−
　The Ministry of Health, Labour and Welfare（2018） has formulated the “Guidelines for Decision-
Making Support for People with Dementia in Daily Life and Social Life”. However, the method of 
assessing decision-making capacity is left largely to the judgment of the field, and supporters face 
anguish and conflict in the field of practice．The purpose of this study is to summarize the current 
status and issues in the assessment of decision-making ability in decision support for elderly people 
with dementia, and to clarify the direction of future efforts．An AND search was conducted using 
“ICHUSHI Web,” a search service for medical articles, using the search terms “decision-making” and 
dementia. Twenty-seven references were analyzed and organized into a review sheet. The aggregate 
results showed that more papers tended to select proxy decision making than supported decision 
making, revealing the current lack of uniformity in methods for evaluating decision-making capacity. 
Different assessment methods produce different assessment results, which significantly affect the 
content of subsequent support. For the assessment of decision-making capacity, the It can be said that 
quality assurance of support is achieved when assessment sheets are defined, widely disseminated 
and utilized.

Key words：�Decision support，Supported decision making，Substitute decision making，　　　
Decision-making capacity，Elderly people with Dementia
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